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1. はじめに 

近接施工で周辺地盤への影響が懸念される個所での

掘削工事には，一般的には自立式土留め工法よりも変

位量が小さくなる切梁式土留め工法を用いる方が経済

的となる場合が多い．しかしながら，掘削内部の施工

性を確保する必要がある場合などでは，土留め壁の剛

性を高めて切梁を不要とした自立式土留め工法を採用

する場合もある．また，土留め壁の水平変位抑制には

剛性の効果が高いことから土留め壁の剛性を高めるこ

とはメリットが大きい． 

現在の自立式土留めの設計法としては大きく以下の3

項目を適切に組み合わせて検討されることが多い．一

つは土留め壁の根入れ部が半無限長という仮定を満足

するように，土留め壁の特性値β= √𝐵 ∙ 𝑘𝐻 4𝐸𝐼⁄4
（ここ

にB：抵抗幅，kH：水平地盤反力係数，EI：土留め壁の

曲げ剛性）と根入れ長Lの積βLを一定の値（2.5～3.0程度
例えば1)）以上とする方法（以下，βL制限）である．この

ほかは，壁体の変形を考慮して土留め壁天端等の変位

量を予測してそれが一定の値（例えば，掘削深さの3%1)）

とする方法（以下，変形照査）と，土留め壁を剛体と

仮定して側圧による抵抗モーメントMpと転倒モーメン

トMaの比から定まる安全率を一定値（例えば1.22)）以上

とする方法（以下，安定照査）である．しかし，近接

施工の観点から変形を抑制するために壁体剛性EIを増加

させると特性値βが減少するため，一つ目のβL制限によ

って，必要な根入れ長が著しく増加することとなる． 

著者らはこれまで，土留めの崩壊までを簡易的に模

擬できるアルミ棒積層体を用い掘削実験を行い，同一

の根入れ深さで壁体の曲げ剛性のみ増加させても（す

なわちβL制限を満足しなくても）必ずしも危険側とはな

らない可能性があることを確認している3)．一方で，βL

制限は，設計上の安全余裕を確保するための経験的な

手法の一つとして豊富な設計・施工実績を有している

ものと考えることもできる．そのため，実際の設計時

にβL制限を考慮するかどうかは地盤情報の不確実性など

に対する応答の違いなどにも考慮して慎重に判断する

必要があると考えられるが，それに対する検証事例が

少なく，その判断が難しいのが現状である． 

そこで本研究では，土留め壁長を一定として地盤の

密度と土留め壁の剛性を変化させた模型掘削実験を体

系的に実施して，その崩壊に至るまでの挙動の違いを

評価することとした．また実験結果に対する変形照

査・安定照査の精度検証を行い，これらの適用条件に

ついて考察する．その上でβL制限は適用しないものの同

程度の信頼性を確保できる合理的な設計法を提案する． 

2. 掘削実験 

(1) 掘削実験の概要 

 模型地盤は長さが150mmで，直径が3，2，1.5mmのア

ルミ棒を重量比1：1：1で混合したアルミ棒積層体を図-

1に示す縦500mm，横1000mmに積み上げたものである． 

地盤特性の変動を模擬するため，本実験ではアルミ

棒の締固め方法を変化させて，密度の異なる2種類の地

盤を作成した．密地盤は，撒きだし厚さ50mm毎に突き

固め板を深さ50mmまで挿入する作業を水平間隔10mm間

隔で3回実施した後に小型バイブレータを1往復して十分

に締め固めた．緩地盤は，撒きだし厚さ50mm毎に突き
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図-1 掘削実験の概要図 

図-2 模型地盤の擁壁土圧実験結果 
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固め板を使用してアルミ棒の配置を整えただけとした．

その結果，単位体積重量は密地盤ではγ＝21.8～22.3kN/m3，

緩地盤ではγ＝20.9～21.5kN/m3となった． 

この模型地盤の密度の違いが土圧挙動に及ぼす影響

を把握するため別途実施した擁壁土圧実験の結果を図-2

に示す．受働側での途中段階での土圧の発現傾向に差

があることがわかる．ただし，受働側で十分に変形が

進んだ受働土圧状態および主働側の挙動には締固め程

度による違いを模擬することはできなかった． 

模型土留め壁はアルミ製とし，板厚tを0.5，1.0，1.2，

1.5mmの4種類について，土留め壁長をL0=250mmで一定

とした上で各地盤で3回ずつ実験した． 

掘削は，アルミ棒積層体を概ね3mmずつ取り出すこと

で模擬し，掘削底面が平坦に掘削できなくなる状態ま

で掘削した．なお，本研究では，掘削深さHと壁体天端

の水平変位量δは画像解析で求めた値を用いて考察する． 

(2) 実験結果 

a)  掘削深さ-変位関係 

本実験の掘削深さ-壁体天端水平変位(H-δ)関係を図-3

に示す．壁体剛性が高くなるほど変位は減少傾向であ

る．また，壁体剛性が最も小さいt=0.8mmでは地盤密度

によってH-δ関係はあまり変わらなかったが，それより

も壁体剛性が高いケースでは地盤密度によってH-δ関係

が異なる結果となった． 

b) 限界掘削深さの判定 

本研究においての崩壊を定義するために，掘削深さ

の増分(ΔH)を変位の増分(Δδ)で除した値と掘削深さHの

関係を図-4 に示す．本研究では土留め壁の崩壊をこの

ΔH/Δδ の値が急増し始める状態と定義し，それを判定す

る閾値として図-4からΔH/Δδ=2を用いることとした．具

体的には ΔH/Δδ=2を超過する（すなわち崩壊に至る）直

前の掘削ステップを限界掘削深さ Hcとした．各ケース

の限界掘削深さを図-3に赤色でプロットした． 

c) 崩壊直前の土留め壁前面抵抗土圧の推定 

 図-2に示した通り，地盤密度によって受働側の挙動に

違いが生じていることから，図-5のように掘削実験の限

界掘削深さにおける根入れ部の壁体傾斜角θを画像解析

で算出し，図-2からその時の土留め壁前面抵抗土圧を推

定した．図-2中には，t=0.8mmと1.5mmのケースでの推定

値を赤くプロットした．壁体剛性が低いと崩壊時の前

面抵抗土圧はほぼ上限に達してるが，壁体剛性が高い

と崩壊直前でも根入れ部の壁体傾斜角θは比較的小さい

ため受働土圧状態までは至っていないことがわかる．

すなわち，剛性が高い土留め壁では崩壊時に前面抵抗

土圧が十分に発揮できていないことがわかった． 

3. 再現解析 

本章では，一般的な設計での適用が想定される簡易

な変形解析法および安定解析法を用いて，実験の再現

解析を行い，それらの再現精度について検証する． 

(1) 変形解析法の概要  

自立式土留め壁の根入れ部の水平変位yは，弾性床上

の梁として式(1)の微分方程式としてモデル化される． 

    (1) 

これに掘削底面深さ(x=0)での境界条件として背面側か

らの主働土圧合力Pを載荷高さh=H/3に作用させた場合の

断面力（曲げモーメントおよびせん断力）が与えられ

る．また，壁体天端変位δは掘削底面より上方を片持ち

梁と仮定して算定される． 

 

図-4 ΔH/Δδと掘削深さの関係  図-5  Hc時の傾斜角 θ 
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図-3 各板厚ごとの掘削深さと変位関係（赤プロットは限界掘削深さ） 
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a) 半無限長変形解析 

半無限長条件では地中深部ではyがゼロになると考え

て積分定数C3，C4を0とし，残り2つの積分定数C1，C2の

みを考慮して式(1)を解く（いわゆるChangの式）．この

方法は文献2)で慣用法として示されている方法である．

以下，半無限長解析で求めた壁体天端変位をδsとする． 

b) 有限長変形解析 

有限長条件では，4つの積分定数を求めるため，土留

め壁下端での境界条件も考慮する必要がある．本研究

では一様な模型地盤であることから土留め壁先端での

せん断力と曲げモーメントが0という条件を与えた式(2)

を解いて各積分定数を求めた．  

(2) 

ここで，A=cosβL，B=sinβL である．以下，有限長解析で

求めた壁体天端変位を δfとする． 

c) 再現解析の計算条件 

変形解析法による再現解析では，単位体積重量は各地

盤密度の平均値（密地盤：γ＝21.99kN/m3，緩地盤：

γ=21.15kN/m3）を用い，主働土圧係数は地盤密度によら

ず図-2の実測値（Ka=0.36）を用いた．また，βは掘削深

さの 1％変位時の地表面水平変位 δ を再現できるよう有

限長，半無限長ごとに逆算し別々に求めた．これは実

務において，情報化施工を行って，掘削初期段階の変

位計測結果から設計値を更新した状態に相当する． 

(2) 安定解析法の概要 

土留め壁を剛体と仮定し，かつ回転中心を土留め壁

下端と仮定すれば，前面側の抵抗土圧によるモーメン

ト Mpと背面側の主働土圧によるモーメントMaの比とし

て，式(3)で安全率Fsを算定することができる． 

𝐹𝑠 = 𝑀𝑝 𝑀𝑎⁄  (3) 

安定解析による再現解析では，単位体積重量および

主働土圧係数は変形解析時と同一とし，前面側の抵抗

土圧は，各ケースの崩壊時の根入れ部の壁体傾斜角 θか

ら図-2より推定した土圧係数を用いて算定した． 

(3) 変形解析の再現解析結果および精度検証 

 図-6に一例として緩地盤で剛性が最も高いケース

（t=1.5mm）の実測値と再現解析結果を示す．半無限長

解析解δsよりも有限長解析解δfの方が深い掘削深さまで

実測値と近い値を示していることがわかる．  

ここで変形解析法の精度に及ぼすβLの影響を検証する．

まず限界掘削深さHcでの実測変位δtest-cを各再現解析での

予測変位（δf-cおよびδs-c）で除した値を求め，次に1％変

位時で逆算したβと限界掘削深さHcでの根入れ長Lc= L0 – 

Hc との積βLcを求めた．これらの関係を図-7に示す． 

本実験の崩壊時は全てのケースでβLcが2.0を下回って

おり，βL制限を満足しない条件での実験となっているこ

とが確認できる．また，全体的に有限長解析法の方が

半無限長解析よりも図-7の縦軸が1.0に近く，予測精度

が高いことがわかる．半無限長解析は，βLcが小さくな

る（壁体剛性が高くなる）と急激に縦軸の値が大きく

なり，崩壊時の予測変位が過小評価となる傾向が確認

でき，βL制限を満足しない場合の変形解析手法としては

十分な精度を確保することができないことがわかる．

一方，有限長解析はβLcが小さくなるほど崩壊時の予測

変位を過大評価する傾向（すなわち安全側）となって

おり，βL制限を満足しない場合でも変形解析手法として

十分に適用可能性があることが確認できた． 

(4) 安定解析の再現解析結果および精度検証 

安定解析による再現解析で逆算された限界掘削深さHc

における安全率（崩壊時逆算Fs）とβLcの関係を図-7に

示す．崩壊時逆算Fsは，βLcの大きさに関わらずFs=0.5～

0.8程度となっており，逆算Fsが1.0となる深度は限界掘

削深さHcよりも浅く予測される結果になったことによっ

て，βL制限を満足しない場合でも，式(3)での安定解析

手法は十分に適用可能性があることが確認できた． 

4. 地盤のばらつきを考慮した設計法の提案 

 前章では，βL制限を満足しない場合でも，簡易な変形

解析法（有限長解析）および安定解析法によって崩壊

時まである程度の精度で再現することが可能であるこ

とが確認された．ただし，実際の設計では特に地盤物

性のばらつき（空間的な変動の他に地盤調査精度やモ

デル化誤差に起因するものを含む）によって，設計結

果が危険側とならないように配慮しておく必要がある．

従来のβL制限はこの点への配慮としての役割もあったと

 

図-6 実測値と解析解の掘削深さと変位関係 

 

図-7 崩壊時の逆算Fsおよび崩壊時の 

実測変位/予測変位に対応する βLc 
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考えられる． 

そこで本章では，本実験での地盤密度の減少を，地

盤物性が設計時の想定よりも危険側に変動した状態を

模擬したものと解釈し，βLが小さい条件でも安全余裕が

減少しないような設計法を提案する．具体的には変形

照査および安定照査のそれぞれについて，密地盤の条

件で限界状態を満足する最大の掘削深さの予測値を求

め，密地盤および緩地盤の実測の掘削深さ変位関係か

ら同じ限界状態に達する掘削深さの実測値をこの予測

値で除した値を安全余裕とし，これとβLとの関係を整理

する．その上でβLが2.5を下回ることによって安全余裕

が減少しないような設計法とする． 

(1) 変形照査法 

ここでは変形照査に関する限界状態を，文献1)に準じ

て変位が掘削深さの3％に至る状態（データ整理上は限

界状態を超える直前の状態）とする．なお，予測値を

算出する際の地盤反力係数は，最も剛性が低いt=0.8mm

の密地盤での再現解析で得られたβから逆算して求めた

値の平均値を全ケース共通して用いた．単位体積重量，

主働土圧係数は再現解析と同一とした． 

図-8に変形照査の限界状態を満足する掘削深さの実測

値を予測値で除した値とβLの関係を示す．なお，ここで

のLは限界状態を超える直前の掘削深さの実測値に対応

する根入れ深さである．いずれも近似直線は概ね水平

または左上がりとなっており，βLの減少に伴う安全余裕

の減少は生じにくいことが確認できる．すなわち，掘

削深さの3％に至る状態での変形照査であれば，βL制限

を適用せずとも地盤のばらつきに対する配慮が可能で

あることがわかる． 

(2) 安定照査法 

ここでは，安定照査に関する限界状態として，文献2)

に準じて回転中心を土留め壁下端と仮定した条件での

安全率Fsが1.2に達する状態（データ整理上は限界状態

を超える直前の状態）を考える．なお，安全率Fsを算出

する際の前面側の抵抗土圧には，再現解析時の推定値

ではなく，十分に抵抗が発揮された受働土圧状態とし

て，図-2より求めた受働土圧係数(Kp＝3.14)を全ケース

共通して用いた．また，単位体積重量は密地盤の平均

値とし，主働土圧係数は再現解析と同一とした． 

安定解析上は壁体を剛と仮定するので，全ケースで

この限界状態を満足する最大の掘削深さHd は120.5mm，

その時の根入れ深さLdは129.5mmで共通となる．実測の

限界掘削深さHcをこのHdで除した安全余裕とβLdの関係

を図-9に示す．これは設計した掘削深さHdが有する実測

限界掘削深さHcに対する安全余裕であると解釈できる．

図-9から密地盤では近似直線は水平となっているが，緩

地盤ではβLdが減少すると安全余裕が減少する左下がり

の傾向となっていることがわかる．この結果から壁体

剛性を増加した際には想定外に備えて安全率を割り増

して設定するのが良いと考えられる．そこで本研究で

は壁体剛性を上げてβLdが2.5を下回った場合に，βLdに応

じて安全率を割り増す式(4)の方法を提案する． 

𝐹𝑠 = 1.2 × (2.5  𝛽𝐿𝑑⁄ )0.1  (𝛽𝐿𝑑 < 2.5) (4) 

上式の提案法による結果を図-9に示した．提案法の近

似直線はいずれも左上がりの傾向となっており，壁体

剛性を増加しても，地盤の不確実性を考慮したうえで

安全側に設計することができる． 

5. おわりに 

 βL制限を適用せずとも地盤の不確実性を考慮した限界

状態の変形・安定照査を行えば安全側に設計できるこ

とがわかった．また，半無限長解析による変形照査でβL

制限を適用せずとも安全余裕が大きく減少しないこと

が確認されたが，有限長解析は崩壊に対する安全余裕

も確保できることから有意な解析手法であると考える．

なお，本研究はアルミ棒積層体という一様な地盤での

評価なので，実際のような複雑な層を有す地盤にはさ

らなる検討が必要である． 
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図-8 変形照査限界状態での安全余裕 

 
図-9 安定照査限界状態での安全余裕 
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